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　本日は自然保護憲章 50 周年記念シンポジウムにご参
加いただき心より感謝申し上げます。
　自然保護憲章は今から半世紀前、当時の急速な経済発
展に伴い自然環境の悪化が深刻化していた時代にあって、
私たちの先人たちが自然の大切さを今一度国民に思い出
させようと定めたものです。環境省の前身である環境庁は、
この憲章制定の３年前に設置されましたが、環境省の歴
史はまさにこの憲章とともに歩んできたと言えます。この
間、国だけでなく、地方自治体や民間団体等の関係者の
皆様方の努力により、我が国が誇る美しい自然、大切な
生き物たちが守られてきました。しかしながら、気候変動、
生物多様性の喪失、汚染など地球環境問題は深刻化し、
今の時代を生きる私たちの責任はますます大きくなってい
ます。
　生物多様性の分野では、本日のシンポジウムのテーマ

でもあるネイチャーポジティブ、すなわち自然を守り損失
を止めるだけでなく、回復に転じさせること、この達成が
2030 年までの新たな世界目標になっています。この難し
い目標を達成していくためには、国民の皆様１人ひとりの
お力が大切です。行政、NGO、民間企業等の皆様が一
丸となって、さらなる取り組みを進めていく必要がありま
す。本日のシンポジウムでは、自然保護憲章の意義を振り
返りつつ、ネイチャーポジティブ達成に向けた取り組みに
ついて意見交換を行い、将来に向けた新たな一歩につな
がることを期待しております。
　結びに、半世紀前に掲げた自然保護憲章の理念や、そ
れにより守られてきた豊かな自然を受け継ぎ、今よりも豊
かな状態で将来世代につなげていくことを、ここにいる私
たち全員が誓うことをお願い申し上げて、私の挨拶とさせ
ていただきます。

伊藤 信太郎（環境大臣）

　自然保護憲章 50 周年記念シンポジウムの開会にあた
り、一言ご挨拶をさせていただきます。まずは本日オンラ
インを含めて大変多くの皆様にお集まりをいただき、誠に
ありがとうございます。また本シンポジウムの開催にあた
りご協力をいただいた関係者の皆様、そして本日ご登壇
をいただく皆様、本当にありがとうございます。心より御
礼を申し上げます。
　さて世界に目を向けると、今年は史上最大の選挙イヤー
とも言われ、サステナビリティ課題が政治イシューとして
取り上げられる機会も多くなっています。大統領選挙を
控えた米国では ESG の政治的対立が先鋭化しています。
EU でも欧州議会選挙において右派勢力が躍進し、一部
の加盟国では残念ながらサステナビリティ関連の政策を
牽制する動きも始まっています。
　先日国連の生物多様性条約 (CBD) の事務局長にご就
任されたショーメーカー氏と対談する機会がありました。
このような世界情勢の中で、日本の政府や経済界の取り
組み、自然と共生してきた日本各地の素晴らしい取り組
みを大変高く評価され、是非日本の取り組みを世界に発

信して、この日本から世界をリードしていってほしいとい
う期待の声もいただいています。
　これまで 50 年にわたり自然保護憲章を指針として、
自然をとうとび、自然を愛し、そして大切な自然を永く子
孫に伝えていく、このような自然との共生を目指してきた
日本各地の取り組みは、おそらく世界に多くの示唆を与え
ることができるのではないかと私は感じております。そし
て自然資本に大きく依存している我々経済界にとっても、
自然との共生は極めて重要な課題です。経団連では今年
の事業方針に、グリーントランスフォーメーション、サーキュ
ラー・エコノミー、そしてネイチャーポジティブの一体的
な推進を掲げ、取り組みを進めているところです。今後も
様々なステークホルダーの皆様と連携しながら、このイン
パクトのある取り組みを拡大させ、そして社会経済システ
ムの変革と人々のウェルビーイングに貢献してまいりたい
と考えております。
　最後になりますが、本日のシンポジウムが自然保護憲
章のさらなる浸透とネイチャーポジティブの推進につなが
ることを心より祈念し、私の挨拶とさせていただきます。

西澤 敬二（経団連自然保護協議会会長）

開会挨拶1
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はじまりは、国立公園大会
　自然保護憲章はちょうど 50 周年になるが、その前に
さらに８年ほど歴史がある。始まりは、国立公園大会だ。
1966 年（昭和 41年）に大山国立公園の鏡ヶ成で行われ
た第８回国立公園大会。皇太子殿下・妃殿下（現在の上皇
夫妻）にご臨席いただき、最終日の日が暮れる頃にキャン
プファイヤーが灯された。自然保護の運動がだんだんと起
きている、全体が同じような考え方で取り組むには憲章のよ
うなものが必要だということで、3,000人ほどの参加者の
賛同を得て、自然保護憲章の制定が決議された。そのため、
50 年プラス８年の歴史を持ったものである。

そのころの日本
　日本は戦後復興で、電力需要に対応するための水力発電
や硫黄等地下資源の採掘があった。その後の経済成長で、
海が埋め立てられ、奥地林が伐採され、観光道路が建設さ
れる。列島改造論もその頃だ。その結果として水俣病や四
日市ぜんそく等の公害問題、あるいは原生林の伐採等の自
然破壊が起こり、反公害、反自然破壊の運動が全国的に
激化した。1971年に環境庁が発足。1972 年に国連人
間環境会議（ストックホルムで開かれた初めての国連の会議）
が開催。その頃に自然保護憲章が作られることになる。

制定までの経緯
　1969 年に日本自然保護協会の中に研究部会を作り、
22 人に委員をお願いした。部会長の林修三先生は内閣法

制局長官を長く務めた法律の専門家だ。私どもの評議員を
やっておられた。そのもとに 22 人の委員が集まり、研究
部会を設置した。その後、1971年に141 団体、自然保
護だけでなく幅広い団体に呼びかけ、自然保護憲章の制
定の促進協議会を作ろうと、私どもの藤原孝夫理事長が会
長となって進めた。1974 年６月５日に自然保護憲章の制
定の儀式をしようと決めていたので、それに間に合うように
1974 年に憲章案の起草小委員会を作った。委員長は林修
三先生で、11回会合を開いている。
　その議事録が「自然保護憲章制定の記録」だ。320 ペー
ジもある大変な議事録で、林修三先生は非常に熱心に進め
られた。右側に小委員会の委員が書かれている。林健太郎
国立大学協会会長、荒垣秀雄全国自然保護連合会長、桑
原幹根全国知事会会長、茅誠司青少年育成国民会議会長、
藤原孝夫は、私どもの理事長、石神甲子郎常務理事、千家
哲麿国立公園協会副会長、都留重人一橋大学学長、沼田真
千葉大学理学部長。日本学術会議自然保護研究連絡委員
会から福島要一委員長など。よくこんなに人を集めたと、非
常に感心させられる。なおかつこの人たちに対して林部会
長は月に３回、10 日に１回ずつやろうと言う。何しろ６月ま
でにこの憲章をまとめたい。非常に細かい日程調整をして、
ほとんどの委員に10 日に１回ずつ集まってもらった。侃侃
諤諤と議論をして憲章がまとまった。

議論されたこと
　保護対象の自然は、人間の生活基盤としての自然と考え

はじめに　自然 保 護 憲章のこころ

亀山 章（日本自然保護協会前理事長、東京農工大学名誉教授）

2

大山の鏡ヶ成国民休暇村で、自然保護憲章が初めて言葉として現れた。このと
きから 30 年後に「自然保護憲章発祥の地」の碑が作られている。 自然保護憲章制定の記録
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るのか、自然界全体か。例えば人間は太陽光のもとで生活
ができているが、太陽光は地球の外にある。つまり宇宙の
自然まで含めて自然保護で考えるのか、ということを非常に
真面目に議論している。基本は地球上の自然だろうというこ
とであった。
　また、東洋的な自然観か、キリスト教的自然観かも議論
された。キリスト教的な自然観では、自然は神様が人間に
くれたものだから人間が自由に好き勝手に扱ってよいという
のが基本だ。そのためキリスト教的な自然観の自然保護は、
常に人間が自然をコントロールすることが基本にあるが、東
洋的な自然観は必ずしもそうではない。自然はもっと厳かな
ものだという意識がある。どちらで考えるのがよいかも随分
議論をした。
　憲章は理想主義的にものを考え述べるのがよいのか、あ
るいは実践的な規範を示したものがよいのかも議論された。
結局、国民の一人ひとりの心がまえを示すものとして憲章を
示したいと議論された。

自然保護憲章
　自然保護憲章は、前文に、自然と人間の関係について書
かれている。主標は、真ん中に３行書かれている。そして

実践項目として、９つの行動の指針が書いてある。
　主標の１番目の「自然をとうとび、自然を愛し、自然に親
しもう。」これが非常に大事で、自然保護憲章の真髄はここ
にある。これを巡っても随分長い議論が行われた。
　１つは自然保護憲章での、自然の定義や自然保護の定義。
ただこれは難しいだろう、定義はしないが、心構えとして自
然の保護について書こうと考えられたのが、この「自然をと
うとび、自然を愛し、自然に親しもう。」だ。これは事務局
から早くに出された、多分石神甲子郎さんがお考えになった
案だと思う。皆さんはこれを読んだ時に「野暮ったいね」と
言った。「もっと良い、気の利いた言葉がないのか、憲章な
んだから」と言って、また随分議論をするが、最後に戻って
くるのはここだった。
　「とうとび」という言葉がすごく大事だが、漢字で尊敬の
尊の字にすると人に対しての気持ちになるし、高貴の貴とい
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う字も人に対しての言葉だろうから、ひらがなで表現する
のがよいと考えた。そしてとうとび、愛し、親しむ、この順
番が大事だ。自然は、非常に恐ろしく猛威を振るうもので
もあるし、いつくしんで私たちの生活を支えてくれるもので
もある。美しいものでもある。そういうものを、まずはとう
とぶ。その上で自然を愛する。だからこそ自然に親しもう
という、これが非常に大事だ。皆さんもそうでしょう。奥
さんのことを考えたときに、とうとばないといけない。それ
から愛して、親しむ、やはりこの順番だと思われる。これ
はなかなか理にかなっている。なんとなく書いてあるよう
に思うかもしれないが、生活訓としても大事かもしれない。
何しろこの 22 人の錚々たる先生方が、延 と々議論してい
たので、これはとても大変なことだったと思う。11回に
わたる議論で、例えば「とうとび」でない言葉は何がある
かを皆さんで拾い出して、該当するかしないかを議論して、
やはり「とうとび」だということになる。そして漢字も当て
はめたが、やはりひらがなだということでここまで来た。
　２番目の「自然に学び、自然の調和をそこなわないよう
にしよう。」これは、開発によって自然を損なうことのない
ようにしようということ。
　３番目の「美しい自然、大切な自然を永く子孫に伝えよ
う。」その自然を子孫に伝えることが大事だということ。　　
　この３つが、国民が自然に接するときの一番大事な心構
えだということで、自然保護憲章ができあがっている。こ
れを延 と々議論をし続けてきた。この議事録が実に面白い、
よい読み物でもある。

ネイチャーポジティブ（自然再興）
　その後 1992 年には環境と開発に関する国連会議（リオ・

地球サミット）が行われ、我が国ではそこからずっと生物多

様性の時代だと言われて今日に至っている。2022 年から

2023 年にかけて生物多様性条約の第 15 回締約国会議が

開かれ、ネイチャーポジティブ（自然再興）という言葉が出

された。

　ネイチャーポジティブは、2022 年から2023 年の昆
明・モントリオールで開催された生物多様性条約第 15 回
締約国会議（COP15）で採択された新たな目標だ。「2030
年までに生物多様性の損失を食い止め、反転させ、回復
軌道に乗せる」という方向性を明確にした。世界中に向かっ
てこんな大変なことが言われた。
　2030 年のミッションが今申し上げたこと。2050 年に
は自然と共生する社会を作ろうということで、よく出てくる
絵がこれだ。横軸は 2020 年、2030 年、2040 年、
2050 年がとってあり、縦軸は生物多様性がとってある。
生物多様性は右肩下がりで、このままだとずっと下がりっ
ぱなしだが、ここで踏ん張って頑張って、2030 年を目標
に、少しでも回復の基調に乗せたい。そこから右肩上がり
でずっと持っていきたい。あるいは持っていかなければ私
たちの未来がないということで新たな目標として掲げた。
　この憲章制定 50 年の機会に、「2030 年までに生物
多様性の損失を食い止め、反転させ、回復軌道に乗せる」
という方向性を明確に意識して、活動を続けていくことが
大事だと、皆さんと共有したいと考え、この会を催させて
いただいた。

はじめに　自然 保 護 憲 章のこころ2

出典：Locke et al（2021）.A Nature Positive World:The Global Goal for Nature

亀山 章（かめやま あきら）
日本自然保護協会 前理事長
東京大学農学部農業生物学科卒業後、厚生省国立公
園局技官、信州大学農学部助教授、教授を経て、東
京農工大学農学部教授ののち同大名誉教授。専門分
野：造園学、景観生態学、地域計画学、環境緑化工学、
森林科学

自然保護憲章制定の記録。６
月５日の自然保護憲章宣言式
で、右側が当時の皇太子ご夫妻

（現在の上皇ご夫妻）だ。左側
の方に並んでいるのは関係者の
方々。
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人新世（Anthropocene）の時代
　現代は人新世（Anthropocene）の時代と言われている。
近年急速に世界の人口が増加をしている。一昨年には 80
億を超えた。現在超スマート社会と言われ、人口圧力が
相当大きくなっている。1950 年代以降あらゆる指標が人
口とともに増加した。これが経済を推進する自由主義と資
本主義の結果だ。このままだと本当に危なくなると言われ
始めている。
　人間だけではない。家畜は全部（ウシ、ヒツジ、ヤギ、ブタ、
ニワトリ）で 10 億を超えていて、野生動物と比べると４
桁違う。おかげで地球の哺乳類の量の 96％が人間と家畜
になった。その結果、地球の陸地に占める割合では、人
間と家畜を食べさせるための畑と牧草地の面積は４割を超
え、野生動物がすむ面積は約３割しか残っていない。非
常にまずい状況だ。
　そのため、2009 年に提唱されたプラネタリーバウンダ
リー（地球の惑星としての限界を表す指標）９つのうち、
2015 年には４つ、2023 年には６つが限界値を超えた。
その中でも非常に大きいのは生態系の損失だ。今日の題
であるネイチャーポジティブが提唱されたのは、この領域
があまりにも悲惨であるためだ。

　2022 年の WWF「生きている地球レポート2022」
によると、LPI（生きている地球指数）は、世界全体の
脊椎動物 5,230 種、32,000 個体群を調査した結果、
1970 年から2018 年にかけて平均 69％減少している

ことが報告された。淡水域の個体群は平均 83％も減少し
ている。これは重大な損失だ。主な原因は生息地の劣化
と損失、乱獲、外来種の持ち込み、汚染、気候変動、疾
病である。

生物多様性はなぜ大事なのか
　私どもはこの４年あまり新型コロナウイルスの蔓延で苦し
んできた。しかし 2022 年に、私が委員長をしているコ
スモス国際賞を受賞したアメリカ人のフェリシア・キーシン
グ博士が、生物多様性と人獣共通感染症病原体の伝播リ
スクとの関係を、実践的な調査研究により解明した。生物
多様性の高い生態系はさまざまな病原体の温床となりうる
が、総体としては感染症のリスクを下げうる希釈効果が存
在すること、つまり生物多様性が高いと病原体が変異を起
こして感染するリスクが弱まる、時間がかかることを示し、
生物多様性が人間の社会にとって価値あるものだと明らか
にした。「生物多様性の正の効果がだんだんと認識されつ
つある。」

基調講演　ネイチャーポジティブへ の 期 待

山極 壽一（京都大学名誉教授、総合地球環境学研究所所長）

3

2023 年のプラネタリーバウンダリー WWF『生きている地球レポート2022』



8

　　

　　

そして今、ネイチャーポジティブ（自然再興）が提唱されて
いる。これは、自然や生物多様性の損失に歯止めをかけ、
環境にとってポジティブ（プラスの状態）にしていくことだ。
　生物多様性保全へ向けた動きは、2010 年の名古屋で
開催された生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）
で「愛知目標」が採択されたことが大きな「出発点」だ。
このときに SATOYAMA initiativeも提唱された。2021
年に生物多様性総合評価があり、愛知目標で掲げた 20
の目標のうち、ほとんどがまだ達成されていないことが判
明した。「このため、2022年のCOP15で採択された昆明・
モントリオール生物多様性枠組では、かなり厳しい枠組が
提唱された。」それを受けて、2023 年に日本は生物多様
性国家戦略を策定した。

昆明・モントリオール生物多様性枠組とは
　昆明・モントリオール生物多様性枠組における2030 年
ターゲットとは、どういうものか。

（１）生物多様性への脅威を減らす
　陸域と海域の 30％を保全する 30by30という枠組が
提唱された。人間と野生動物の軋轢を最小化する。野生
種の利用を持続的かつ安全・合法なものにする。侵略的
外来種の導入率・定着率を 50％以上削減する。有害性
の高い化学物質の半減、プラごみの削減、等々が掲げら
れている。

（２）人々のニーズを満たす
　削減するばかりでは困るので、人々の欲求を満たしなが
ら進めなければならない。野生種の持続的な管理と利用
を図る。食料安全保障をきちんとする。生態系を活用した
アプローチを通じた自然の回復、維持、強化をする。生物
多様性に配慮した都市計画の確保をする。現在世界の人
口の半分以上が都市に住んでいる。都市のほとんどは海

抜１ｍ以下の低位にあるので、最近の海の異変に大きな影
響を受けやすい。これをどうするかも大きな課題だ。そし
て COP15 では遺伝資源に係る利益配分を議論し、大幅
に増加をしたとことが特徴だ。

（３）ツールと解決策
　持続可能な消費の選択を可能とし、グローバルフットプ
リントを削減する。バイオセーフティのための措置を行う。
生物多様性に有害なインセンティブ（補助金等）を特定し、
廃止、改革、有益なインセンティブを拡大する。途上国へ
の国際資金を 2030 年までに年間 300 億ドルにまで増
加する。能力構築及び開発、技術へのアクセス、技術移
転を強化する。科学的なデータを利用可能にする。意思
決定への市民の参画を確保、とりわけ先住民及び地域社
会から不公平なものを是正する。ジェンダー平等を確保す
る。

　さらに 2050 年ビジョン「自然と共生する世界」とは、
どういうものか。
　ゴールＡ：自然生態系の面積を増加する。在来野生種の

個体数を増加する。とりわけその中の遺伝的多様性を
維持する。

　ゴールＢ：生物多様性が持続可能に利用されることが重
要だ。

　ゴールＣ：遺伝資源、デジタル配列情報も含めて、遺伝
資源に関連する伝統的知識の利用による利益の公正な
配分が重要だ。

　ゴール D：資金ギャップを徐々に縮小する。

日本列島の特徴と現状
　日本列島は、世界に 37 ある生物多様性ホットスポット
の１つに数えられている。ホットスポットとは固有種が多く、
危機にさらされている場所を指す。それは多様な気候帯、
急峻な地形、モンスーン気候による四季といった非常に多
様な環境にあるということだ。日本には 30 万種を超える
生物がいる。固有種、すなわち維管束植物の４割、哺乳
類の４割、爬虫類の６割、両生類の８割が日本列島にしか
住んでいない生物だ。110 種の生物が既に絶滅している。
絶滅のおそれがある動植物は 5,748 種にものぼる。
　森林が急速に減少する発展途上国に比べ、日本は別の
性質を持つ。日本の森林は回復傾向にあり、それは人口
縮小と第一次産業の衰退に関連する。その結果、人為的
介入がなくなることで、むしろ生物多様性が低下する現象

基調講演　ネイチャーポジティブへ の 期 待3
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が見られる。
　日本の現状は、どういったものか。３大都市圏に居住す
る人の割合が 53％もあり、90％以上の住民が市や区に
居住している。過去100 年余りで７種の哺乳類、15 種
の鳥類が絶滅している。絶滅危惧種の約半数は、自然保
護区の外側にある雑木林、小河川、干潟、農地などに生
息している。生物種の半分が既存の自然保護地域に含ま
れていない。こうした課題に対し、OECM（保護区の外で
効果的に保全されている場所）、つまり社寺林、企業の森、
水源林などの保護がこれから大変重要になる。今、環境
省を中心にこうした政策が進められている。

　生物多様性が消失する主な原因は、森林伐採、農地や
森林管理の放棄、外来種の侵入、農薬・化学肥料による
生息環境のかく乱など、人為活動による土地の物理的・質
的な改変により、（１）野生生物の生息適地が縮小、（２）
種分布が減少、（３）種の個体群サイズが縮小していること
にある。対策として一番簡単なのは保護区を拡大すること
だ。そして土地の自然再生、暮らし（消費や供給）の変革、
環境再生農業の推進、生物資源の科学的管理、違法伐採
の抑止が考えられる。

日本の自然保護地域が抱える課題と OECM
　実は、国立公園の面積は日本の国土の 5.8％※しかな
い。これに、国定公園や都道府県立自然公園を含めると
14.8％※になるが、国立公園には約 26％の私有地が包含
され、約190 万人が居住している。これは欧米の国立公
園とは全く違う特徴だ。国有林は国公立公園面積の約６割
を占めている。環境省が所有する土地は国立公園の 0.4％

しかない。自然公園法の目的は、実は私はこれがとても
重要だと思っているが、そもそも「風景の保護」だった。
2009 年に「生物多様性の確保への寄与」が加えられた。
だから生物多様性は、初めは考えられていなかった。これ
をむしろ逆手にとって利用するべきではないかと思う。
　国立公園であっても「普通地域」（26.6％）や「第３種
特別地域」（23.6％）では開発行為が可能だ。これらを
合わせると半分になる。普通地域では風力発電は届け出
だけでよく、太陽光発電は届け出さえ不要な場合もある。
だから国立公園と言っても完全に保護されているわけでは
なく、人の活動が可能で、かなりガラガラな状態になって
いる。
　もう１つ手薄なのは沿岸生態系だ。これはサンゴ礁、藻
場、マングローブ、塩性湿地が入る。日本の海洋保護区の
面積は 56.1 万㎢で、全海域の約13.％に上る。しかし、
ここは今どんどん減少しつつある。沿岸生態系は、水産資
源の提供、台風などの巨大かく乱に対する防災機能を有し
ていて、特に最近はブルーカーボン機能といって二酸化炭
素吸収を通じて温暖化緩和機能を有することが知られてい
る。これは森林生態系の３倍もある。しかし 2020 年ま
での 30 年間で、全国の藻場面積は４割以上が減少した。
原因は磯焼けであり、アイゴやウニ、アオウミガメなどの
捕食動物の増加や摂食活動の活発化による衰退だ。気温・
海水温の上昇によって、南方系海洋生物の北上や、北方系
海洋生物の減少も見られる。
　OECM を増やすにはどうしたらよいか。神社は全国に
８万社以上ある。大学演習林は全国に約 80 か所ある。
都市公園、企業の森は是非ディスカッションで論じていた
だきたい。そして農業、林業、漁業という第一次産業は、

日本列島の特徴 沿岸生態系

※）国立公園の面積比率は 2023 年度のもの。
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これまで生物多様性を減じる、負の効果をもたらしてきた。
技術開発によって、それをポジティブに転じることが重要
だ。

生物多様性国家戦略を進めるために　
　環境省は 2023 年から2030 年までの生物多様性国
家戦略を設けて、４つの危機を提唱した。第１の危機は、
開発など人間活動による危機。これは世界に共通している。
第２の危機は、自然に対する働きかけの縮小による危機。
これは日本に特異的で、人為の手が入らないことでむしろ
生物多様性が減少している。第３の危機は、外来種など人
間により持ち込まれたものによる危機。第４の危機は、地
球環境の変化による危機。グローバルな地球気候変動に
よる危機がもたらされている。
　これから取り組む５つの基本戦略が挙げられている。①

生態系の健全性の回復。②自然を活用した社会課題の解
決。③事業活動への生物多様性・自然資本による、リス
ク低減・機会を取り入れた経済の統合。これをネイチャー
ポジティブ経済と言う。それから④行動変容。生活・消費
活動をどう変えていったらよいか。そして⑤国際連携。
　生物多様性戦略を進めるために何が必要か。これは非
常に重要だ。気候変動戦略と違い、生物多様性戦略は地
域によって変わる。日本列島は地域によって自然の仕組み
が違うので、地域レベルで考えないといけない。ところが、
全ての都道府県が生物多様性地域戦略を策定しているに
も関わらず、市町村レベルではまだ９％しか策定していな
い。ここを進める必要がある。それからこれまで立てられ
た戦略がまだうまく機能していないし、多様な評価基準が
必要だと指摘されている。また、ESG 投資や TNFD（自
然関連財務情報開示タスクフォース）などの経済的アプ
ローチが必要だ。組織間の横のつながりやシチズンサイエ
ンスと言われる市民の参加による活動も必要である。それ

から技術的な問題については、今推進されている、リモー
トセンシングの技術の活用や、環境 DNAといった間接的
な手法で生物多様性を量的に推定することが必要になる。
それから教育。特にこれからの時代を背負う若者たちをど
う教育していくのかが、大きな課題だ。

　今年、東京大学先端科学技術センターの森章教授らが
重要な論文を出した。気候変動緩和対策と生物多様性は
相互に影響し合う。気候変動緩和の努力がなされないと、
植物の多様性が損なわれることで、「保護区効果」が損な
われてしまう。たとえ 30by30 が実現し、生物多様性を
保全する地域の拡大が成立したとしても、気候変動・地球
温暖化により生物多様性そのものが失われれば、炭素の
吸収と隔離の機能が落ち、保護区増設の意味が失われて
しまう。だからこれは両方同時に関連し合いながら、進め
なければならない対策だ。

日本人の自然観と生物多様性
　今日、私が皆さんに考えていただきたいのは、生物多様
性とはわかりにくいということだ。子どもたちに生物多様
性とは何ですかと聞かれたときに、なかなか説明しにくい。
だからこれをナラティブ、１つの小さな短い物語として説明
する必要がある。そこで私が提案したいのは、日本人の自
然観に生物多様性の価値を入れ込むことだ。
　2018 年にコスモス国際賞を受賞したフランス人の地理
学者オーギュスタン・ベルク博士は、受賞式の演説で「西
洋近代の古典的パラダイムは、存在論的には二元論に、論
理的には排中律に基づいており、必然的に近代性と工業
化を伴ってきた。このパラダイムは行き詰まりに達してい
る。」と述べた。これは、人間の活動の圧力が強まったお
かげで地球が壊れ始めている、その根本原因は二元論に
あるということだ。二元論とはあっちとこっちだけで間がな
い、だから排中律、中を排する理論だ。これが西洋発の
近代科学技術を推し進めてきた。それをこれまでのように
推進したら、同じことが起こるのではないか。そこをストッ
プさせる新たな論理が必要だと言った。
　そこで挙げたのが、京都大学の哲学者山内得立が
1974 年に出版した『ロゴスとレンマ』に書いてあるテトラ
レンマ（四論）という思想だ。インド発で、四論なので４つ
ある。四論のうち最後の２つが両否定、両肯定だ。どちら
でもない、これも間がある。どちらでもある、これも間が
ある。この容中律を入れ込んでいかなければならないので

基調講演　ネイチャーポジティブへ の 期 待3
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はないかと言っている。容中律は、ユネスコの事務局長だっ
た服部英二の『地球倫理への旅路』によると包中律と書い
てある。

　容中律の例は日本にたくさんある。「間」、「と」の思想。
見立て、何 と々して立つという論理だ。
　例えば日本人の自然観では、人々が日常的に暮らす場所
をケと言う。そして神様や野生動物がいる場所をハレと言
う。陸上では山と森がハレに当たる。海上、海にはハレの
部分がある。そしてその間には里山、里海や海岸があって、
必ずケとハレの間には何かがある。これが間の思想だ。そ
こに鳥居を建てて、通るときは禊をする、結界を通りなが
ら自分の心を改めることを、古来日本人はしてきた。
　例えば山の神様は、田植えの季節になると、サルに連れ
られて田に降りてきて、田の神様になる。そして収穫期が
終わるとお祭りをして、田の神様をまた山の神様に戻すこ
とを年々やってきた。浦島太郎が亀に出会うのは海岸だ。
そして亀の背に乗って竜宮城に連れて行かれ、またケの世
界に戻ることが物語として語られる。12 世紀に描かれた
鳥獣戯画はカエルやウサギやサルの姿をしているが、これ
は見立ての世界で、動物でありながら人間でもある。

　京都大学の哲学者西田幾多郎は、日本人の情緒は形な
きものの形を見、声なきものの声を聞くというところにある、
と1927 年に述べている。日本の文化は「情的」で「動的」
であり、実在の根拠を動的なイメージからとらえ、そこに
おいて形や色が、「形や声なきところから」湧きあがり、ま
た何処へと去っていく遷移的な動中にあるものと見なす。

生物多様性を風景に入れ込む
　日本が誇る画家の雪舟や上村松園は余白の画家と言わ
れる。余白の美。何も描いていない背景に多様な生物の
姿や声を感じる。これは経験があるからこそできるのであっ
て、全く経験がないと感じることはできない。日本は森林
の国なので、森林の中に様 な々生物多様性が収められてい
ることが、常に日本人の心に宿っているのだと思う。

　見立ての論理を日本に応用したものとして、「なんとかの
八景」がある。これは 10 世紀の北宋で作られた風景で
あり、瀟湘八景と呼ばれる。この論理が韓国あるいは日
本にやってきて、日本では 50 以上もの「なんとかの八景」
がある。
　スライドの絵は、近江八景の１つを取り出したもので、堅
田落雁と言われる。ガンが空から琵琶湖に舞い降りている。
ここに出るイメージは、我々にとって風景は文化であるとい
うことだ。自然環境そのものではない。我々はそこに日本
の伝統的な物の見方を映しこんで、風景として捉えている。
だから風景に生物多様性の価値を入れ込めば、OECM に
生物多様性を入れ込んだ美しい風景が浮かび上がるので
はないか。それは各地にある。日本全国にあるこの八景の
中に、きちんと生物多様性の価値を入れ込むことが、これ

容中律 見立ての論理
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から重要ではないかと思う。
　西田幾多郎あるいは山内得立の論理を入れていくとどう
なるか。
　これまで進んできた科学技術は、環境を客体化して分析
し、要素を抜き出し、その要素を技術によって組み合わせ
て機能的に作り変えることにあった。それで我々は環境を
作り変えてきた。その結果、経済的に発展し人口を大きく
増加させたことは確かだ。
　しかしそれによって地球環境を傷めたならば、一旦その
考え方を違う形に改めなければならないのではないか。そ
れは東洋の知であり、要素に分けず自然の諸力と融合し、
その力を生かすことだ。生物多様性を風景に入れ込むこと
は、要素を抜き出して生物１つ１つの力を拡大させるのでは
なく、全体として風景の中で尊重し生かし、利用すること
だと思う。
　西洋発のエコシステム（生態系）という考え方と、京都
大学の哲学者和辻哲郎が提唱した風土という考え方があ
る。風土とは、人間の精神は自然と切っても切り離せない
ものであって、その中にあると言った。それは西田や山内
と同じような考え方だ。この風土と生態系は、どこかで和
合できる要素を持つ。生態系は１つひとつの要素も捉える
が、全体としての関係と流れを重視する考え方だから、こ
れを一緒の俎上に乗せて政策に反映することが必要では
ないか。つまり関係性と循環（フロー）を重要視する、生
命の流れを重要視する考え方だ。それによって、地域の文
化の多様性と自然の多様性のバランスを取る。つまり複数
の地域によって個性的な環境倫理と科学的な世界観をうま
く融合させて、文化と科学が共鳴し合う新たな環境倫理を
作ることが、これから必要ではないかと思う。

生物多様性は世界の厚み
　最後に、生物多様性はわかりにくいという問いに対して、
私の答えは、生物多様性は世界の厚み、世界の包摂性だ。
生物多様性が減じると世界が薄っぺらになって、我 人々間
や生物自身を守ってくれるセーフティネットがどんどん危なく
なる。生物多様性とは、小さな変化が積み重なって大きな
安定性をもたらす。これが多様性の効果である。
　そして人間の側から言うと、多様な生物と出会うことに
よって、我々は未来に対する気づきを得ることができる。
　まだ地球上には発見されてない生命がたくさんある。そ
して日々変わっている。人間自身も生物だから変わってい
かなければならない。そして日々新たな出会いを、様々な

生物とすることによって、新たな気づきが生まれる。これ
が我 を々未来に引っ張ってくれる。もう１つ、我 人々間だけ
でこの地球に生きているわけではない。様 な々生物と共に
生きているからこそ、生きる希望が湧いてくる。これは是
非、子どもたちに伝えたいことでもある。生物多様性は非
常に大きな可能性を持っているから、最初に申し上げたよ
うに皆さんと一緒に、短いナラティブでわかりやすい標語
を、これから考えていきたい。

　ネイチャーポジティブを進めるために私が期待したいの
は、しっかりした科学的な基礎情報を発信すること。そし
て全ての人たちとこの知識を共有しなければならない。そ
れによって豊かな未来の創造をする。それを地域だけに閉
じ込めておくのではなく、世界へ発信し、世界の人たちと
分かち合うことが必要だ。むしろネイチャーポジティブは、
世界と共有できる思想だと思うので、これが日本という多
様な地域環境のある国にとっての大きな外交戦略になるので

はないかと思う。

基調講演　ネイチャーポジティブへ の 期 待3

山極 壽一（やまぎわ じゅいち）
総合地球環境学研究所 所長
東京都生まれ。理学博士。京都大学霊長類研究所
助手、京都大学大学院理学研究科長・理学部長を経
て、2020 年まで第 26 代京都大学総長。屋久島で
野生ニホンザル、アフリカ各地で野生ゴリラの社会
生態学的研究に従事。日本霊長類学会会長、国際
霊長類学会会長、日本学術会議会長を歴任。2025 
年大阪・関西万博シニアアドバイザーを務める。南
方熊楠賞、アカデミア賞受賞。
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「総合地球環境学研究所」の取組みについて　ー山極寿一氏基調講演よりー

　総合地球環境学研究所（以下、地球研）は、2001
年に設立した。日髙敏隆初代所長は、日本昆虫学会あ
るいは日本動物行動学会の会長をされた方だ。日髙先生
が「地球環境問題はことばの最も広い意味における人間
の『文化』の問題である」と宣言して始まった。

●地球研の理念／ビジョン／ミッション
　地球研の理念は、「人間－自然は相互作用環であり、
これは地球環境問題において解明すべき実態である。
そして持続可能性という言葉に代えて未来可能性を目標
とする」こと。未来にきちんと残っていることが重要だ。

●生物多様性に関する地球研の取り組み
　これまで43 のプロジェクトが走ってきた。その中で
特 筆すべき活動として、Eco-DRR(Ecosystem-based 
Disaster Risk Reduction) がある。生態系を技術によっ
て改変するのではなく、緩衝空間として活用し、自然災
害を防ぐ戦略だ。例えば日本には伝統的に輪中や流れ
橋等の仕組みが防災機能としてある。コンクリート漬け
の河川を作るよりも、それらを自然の生態系と組み合わ
せ、自然の恵みを利用できる形に変えていこうというこ
とだ。
　それから「間」である里山を、どう未来に価値づけ
るのかを真剣に考えていくプロジェクト。愛知目標以来
SATOYAMA initiative は世界でも随分普及してきて、
私どもの研究所ではイギリス出身の研究者・Dwyer 氏
が SATOYAMA initiative をヨーロッパに適用する手
法を考えて、共同研究をしている。
　それから、環境省が提唱する分散だ。自律分散をど
う進めるか。それは山水郷としての暮らしの価値であり、
川と山と海が織りなすつながりだ。流域ガバナンスをき
ちんと捉えていかなくてはならない。つまり循環だ。水
が循環する国というものを、恵みの国としてポジティブ
に捉え直すことが、ネイチャーポジティブを実現する大
きな手法ではないかと考える。

●気候変動がもたらす影響に関する研究
　安定同位体を使った過去の気候変動の研究がある。
古気候学者・年輪年代学者と考古学者・歴史学者が連
携して、気候変動とその時期の歴史的な変化を対照さ
せて調べる研究だが、これはかなり当たっている。気
候変動の直後から10 年間 30 年間政治が変わる。今、

世界で注目を浴びている研究だ。

●流域ガバナンスに係る調査手法の研究
　流域ガバナンスとは、地球研で活動された奥田氏が述
べたことだが、流域界に含まれる複数の行政区からな
る社会の多様な主体が協働して、様々な課題を階層横
断的に解決する仕組みだ。社会が抱える様々な課題に
対して、当事者と研究者が協働して解決策を練り、実
践を通じてその有効性を評価し、計画を見直すことで課
題解決に至る循環的な調査手法だ。問題は、人と自然
の関わりや人のつながりが希薄化し、ため池や水田や河
川の連続性が消失していること。研究者と現場の住民
の方 と々が対立することもある。地域の「環境ものさし」
を作り、栄養循環、生物多様性、地域活動、しあわせ
を歯車に見立てて、それがどう回っているのかをきちん
と計ることが必要になる。

●カーボンニュートラル達成に貢献する
　大学等コアリション
　地球研は約 210 の大学や自治体をまとめて、「カーボ
ンニュートラル達成に貢献する大学等コアリション」を運
営し、５つのワーキンググループを実施している。ゼロ
カーボン・キャンパスＷＧ、地域ゼロカーボンＷＧ、イノ
ベーションＷＧ、人材育成ＷＧそして国際連携・協力Ｗ
Ｇだ。これは生物多様性にも大きく貢献すると考える。

●京都気候変動適応センター
　地域に貢献するものとして、地域と組んで、京都気候
変動適応センターを事務局として運営している。京都府
と京都市と組んで、水稲への気候変動影響の評価や農
作物への気候変変動影響の評価等を行っている。
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パネルディスカッション4
自然保護憲章からつながるネイチャーポジティブへ
進行：茅野 恒秀（信州大学准教授）

コメンテーター：石井 実	 （大阪府立大学名誉教授・大阪府立環境農林水産総合研究所理事長）
パネリスト:	伊藤 康志	 （宮城県大崎市長）
	 酒向 里枝	 （経団連自然保護協議会 事務局長）
	 小林 海瑠	 （ユース団体「緋熊と黒潮」代表）
	 藤木 庄五郎	（（株）バイオーム代表取締役）
	 志村 智子	 （日本自然保護協会 事務局長）
	 植田 明浩	 （環境省自然環境局長）

小林 海瑠（こばやし かいる）
ユース団体「緋熊と黒潮」代表
生物多様性保全を巡る社会的側面に関心を持ち、生物多
様性わかものネットワークの副代表として国際会議から草
の根の活動まで幅広く携わる。生物多様性と地域活性の
両立を実現する若手人材の育成を担うユース団体「緋熊と
黒潮」を後に設立。全国各地で学生向けプログラムを実施
し、現在までにのべ 200 名以上が参加している。

志村 智子（しむら ともこ）
公益財団法人日本自然保護協会 事務局長・執行理事
学生時代に、知床の保護問題、自然観察指導員などに関
わり始め、丸の内の OL 時代に、世界遺産になる前の白神
山地の保護活動にボランティアとして参加。1986 年、森
林保護・環境教育業務のサポートスタッフになる。『自然保
護』編集長時代には、地球サミット（1992・ブラジル）に
NGO として参加、取材。環境教育担当、管理部長、広報
担当、保護部長などを経て、現職。

茅野 恒秀（ちの つねひで）
信州大学人文学部准教授
博士（政策科学）。専門は環境社会学。法政大学在学中よ
り日本自然保護協会事務局に参加し、職員として創立 50
年誌の編集、赤谷プロジェクトの立ち上げ等を担当。社会
学者として郷土史から政策までを扱い、自然資源管理や地
域における脱炭素社会づくりの中間支援に取り組む。

酒向 里枝（さこう りえ）
経団連自然保護協議会 事務局長
2024 年 6 月、経団連の組織改編により新設された「教育・
自然保護本部」の本部長に就任。
経団連自然保護協議会事務局長を兼務。経団連事務局入
局以来、環境関連の業務は 1995 年～ 2001 年、2016 ～
2018 年に続き 3 回目。直近の 6 年間は、経済政策本部長
としてマクロ経済政策、財政、社会保障分野を担当。同時
に内閣府政策参与として、経済財政諮問会議の業務に従事。

石井 実（いしい みのる）
大阪府立大学名誉教授
横浜市生まれ。京都大学大学院修了。理学博士。（地独）
大阪府立環境農林水産総合研究所理事長。専門は動物生
態学、昆虫学、保全生物学。中央環境審議会臨時委員、
大阪みどりのトラスト協会会長、日本自然保護協会理事、
WWF ジャパン評議員などを務める。

植田 明浩（うえだ あきひろ）
環境省自然環境局長
1989 年環境庁入庁。2011 年から４年間、那覇自然環境
事務所長として、奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西
表島の世界自然遺産登録に向けた地元調整に従事。その
後、野生生物課長、自然環境計画課長、地域脱炭素審議
官等を歴任し、2024 年 7 月より現職。

伊藤 康志（いとう やすし）
宮城県大崎市長
1949 年 9 月 29 日生まれ。宮城県小牛田農林高等学校卒
業。1987 年 4 月に宮城県議会議員に当選（5 期）。2005
年 7 月に第 33 代宮城県議会議長に就任。2006 年 5 月に
大崎市長に当選し、現在５期目。在任期間中に、「化女沼」
ラムサール条約湿地登録（2008 年）、「大崎耕土」世界農
業遺産認定（2017 年）。

藤木 庄五郎（ふじき しょうごろう）
株式会社バイオーム代表取締役
京都大学大学院博士号（農学）取得。ボルネオ島の熱帯ジャ
ングルにて 2 年以上キャンプ生活をする中で、環境保全を
事業化することを決意。2017 年に株式会社バイオームを設
立、代表取締役に就任。生物多様性の保全が社会の利益に
つながる仕組みづくりを目指し、生物の情報をビッグデー
タ化する事業に取り組む。環境省「2030 生物多様性枠組
実現日本会議行動変容 WG」専門委員。ISO/TC331（生物
多様性）日本国内審議委員会オブザーバー。

登 壇者プロフィール
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はじめに
進行役・コメンテーター自己紹介

茅野：亀山先生また山極先生のお話は、

非常に示唆に富む濃密な論点がたくさ

ん込められていた。例えば 1960 年

代の自然保護国立公園大会にはなんと

3000人もの人が集まっていたとか、ま

た、70 年代初頭の自然保護憲章制定

の基礎に関わった方々が実にバラエティ

に富んでいた、まさに日本の知性を代

表する、また日本社会を代表するような

方々が大勢関わっていたわけで、今私

たちが自然保護と言った時に思い浮か

べる人の像と随分違う、50 年前という

時代を思い起こす次第である。

本日コメンテーターを務めていただく石

井先生は、自然保護憲章が制定された

時は多分学生で自然保護に関する研究

を始められた頃だったと思うが、当時

若者として自然保護の問題状況をどう考

えていたのか、自然保護憲章自体をど

のように受け止めていたのか、またそれ

から 50 年経って今生物多様性の時代

を経てネイチャーポジティブという時代

になっているが、世界的状況と足元の

日本の生物多様性を巡る状況の問題を

どのように認識されているのか、まずは

簡単にコメントをお願いする。

石井：自己紹介を兼ねて少し私のこと

をお話させていただく。私は横浜の生

まれで誕生日は 1951年の日本自然保

護協会設立の日と同じ日で、不思議な

因縁だと思っている。それでずっと自然

保護に関わってきたと言いたいところだ

が、そんなことは全然なかった。小学

校 5 年の時に、蝶の好きな先生が、こ

の自然保護憲章のイラストにも描かれて

いる美しい日本の国蝶オオムラサキを教

室に飾っていた。その標本を見て、それ

まで虫嫌いだった私の世界観が変わっ

た。こんな蝶がどんなところを飛んでい

るのか見てみたいというところから私の

蝶好きが始まった。当時は 1960 年代

の初頭だが、横浜の下町にも里山の名

残はまだまだ残っていた。そこで虫取り

少年をしていたというのが当時の私の姿

だ。それが高じて東京教育大学に進む

のだが、そこで生態学を学んだ。当時

は昆虫研究者になりたい一心で、今思

うとその学生時代にこの自然保護憲章

が制定されたわけだが、当時は全然関

心がなかった。

では、昆虫研究者一筋だった私がなぜ

自然保護に向かったかというと、1989

（平成元）年、私が所属していた日本鱗

翅学会という蝶と蛾のことを研究する、

アマチュアが 90% の学会で「日本産

蝶類の衰亡と保護」という報告書を出

すことになって、私に取りまとめ役が回っ

てきた。当時は日本の蝶が減るのはマ

ニアが獲るからだ、乱獲によるものだと

言われていたのだが、その取りまとめ

をやってから世界観が変わった。結局、

乱獲によって減っている蝶はほとんどな

くて、基本的には里地里山が崩壊して

土地利用が変化してきていること、環

境省のいうところの第 1の危機、人間

の開発などの影響、それから第 2 の危

機である自然への関わり方が少なくなっ

てきている里地里山問題、この 2 つが

大きいということが分かった。それだ

けだったら何も変わらなかったのだが、

滅びゆく昆虫を見てみるとほとんど日本

の固有種であるか東アジアにしかいな

いような温帯系の日本的な生物であるこ
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とが分かった。1989（平成元）年は

特殊な年で、NACS-JとWWFと民間

団体が一緒になって植物版の日本初の

レッドデータブックを作った年でもある。

そこにはやはり同じく里地里山の、我々

が子どものころから身近だと思っていた

生物が絶滅危惧種としてリスﾄアップさ

れていた。これは昆虫研究ばかり一直

線に行くだけではだめだと思い始めて、

自然保護に関わるようになった。

現状は前の演者の皆さんが述べられた

通りで、例えば数字で言うのであれば

日本では 2020 年版の環境省レッド

リストに載っている動植物は絶滅種だ

けで 110 種、全ての掲載種を合計す

ると 5000 種を超える状態になってい

る。IUCN のレッドリストに関しても狭

義の絶滅危惧種 4 万種以上が載って

いるという状態で、リストを改訂するた

びにどんどん増えていく状況にある。世

界目標を重ねてネイチャーポジティブと

いう今回の段階に来ているが、このよ

うに下がってきている生物多様性を上

げるという世界目標をは今回で 3 回目

になる。3 度目の正直でネイチャーポジ

ティブは本当に実現しなければいけな

いという、そんな思いでいる。

パネリストによる
プレゼンテーション
茅野：石井先生から1989 年が 1つの

エポックメイキングな年だったというお

話があった。

そこから 30 数年経って今、自然保護

憲章が 50 年を迎えたわけだが、この

50 年というのは通過点で、これからの

50 年、自然保護憲章100 年に向けて

のスタートの機会だと思っている。まさ

にここからということで、今日のパネル

ディスカッションには 6人の方々にご登

壇をいだいている。地方公共団体、経

団連、ユース団体、生物多様性保全を

ミッションとする企業、そして NACS-J、

政府という風に、立場が非常に多様で

ある。さらに、私とコメンテーターを含

め、世代も非常に多様だということをご

覧いただけるのではないかと思う。それ

ではここからはパネリストの皆様それぞ

れにプレゼンテーションをお願いする。

農業と生物多様性、
協働による取り組み
伊藤 康志氏（大崎市長）

伊藤：今日は、現場での活動、実践の

様子をご報告申し上げたい。のちほど

ご紹介するが、大崎耕土が誇る豊穣の

大地、今は稲刈りが始まって間もなく

新米が出てくる時期だが、大崎では渡

り鳥といっしょにお米作りをしている。

大崎は、自然環境、生物多様性の宝

庫だと思っている。蕪
かぶくりぬま

栗沼と周辺水田、

化
け じ ょ ぬ ま

女沼の２つがラムサール条約湿地に

登録されている。冬になって刈り入れ

が終わると、10 万羽から15 万羽の渡

り鳥がやってくる。大崎は合併市で人口

12 万の町だが、住んでいる人間よりも

渡り鳥の方が多いくらいである。全国を

渡り歩いた渡り鳥がやっぱり大崎が一

番いいということで、渡り鳥に選ばれた

町となっている。ラムサール条約登録時

は、２，３万羽だったが、今は 10 万羽

から15 万羽くらいが来ている状況で、

年々増えている。そのことが自然環境

の宝庫の象徴ではないかと思っている。

この一帯は中世に伊達政宗が米沢から

移り住んで伊達な国づくりを始めた地

域である。当時は米が経済の基本だっ

たので、伊達正宗の国づくりの基本

は、河川改修や新田開発、灌漑排水な

どの事業であった。徳川幕府向けには

62 万石だったが、実高は 100 万石、

120 万石、150 万石とも言われた豊

かな地だった。その伊達な国づくりの

持続可能なまちづくりが今日まで400

年以上続いているところである。世界

農業遺産あるいは世界灌漑施設遺産

などにも登録されている。新幹線で 2 

時間なので是非、お寄りいただければ

と思う。この大崎市を中心にした大崎

耕土が、冷害や水害や干害、日照りと

いった困難と戦い続けて、巧みな水管

理によって克服した取り組みが 7 年前

に FAO の世界農業遺産に認定された。

認定の要因が 5 つあるが、その中の１

つが今日のテーマである農業生物多様

性となっている。生物多様性とともに農

業、生活を営んでいる状況が認められ、

次の時代まで継承すべきだということで

世界農業遺産に認定いただいた。また

1 週間ほど前、オーストラリアのシドニー

に行ってきた。先人が残してくれた潅漑

事業、巧みな水管理システムの1つで、

水のない地域に３年がかりで人手によっ

て潅漑用水トンネルを掘った。380 年

前の事業でつくられたものが現在も使

われていて、この施設が世界灌漑施設

遺産に認定され、シドニーで認証式が

あった。

次の時代に継承するために数々のアク

ションプランを作っているが、力を入れ

ているのは、次の時代を担う子どもた

ちがこの先人が残してくれた豊かな自然

環境システムを地域の宝として認識し、

触れてもらうことである。副読本を作っ

パネルディスカッション　自然 保 護 憲 章 からつな がるネイチャーポジティブへ4
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て子どもたちの教育の一環として体験学

習をしている。直接実践してもらうため

に「おおさき生きものクラブ」をつくり、

小学生の子どもたちをメンバーとして、

活動を展開している。すでに 80 回の

プログラムで 3500人以上の子どもた

ちが参加している。10 年を迎えている

ので、当時の子どもたちが今は大学生

や社会人として実践活動に参加してい

る。着実に次の時代への人材育成につ

ながっている。

これらの人材育成、子どもたちの活動

を支えているのが NPO 団体である。

時間の関係で今日はその中の１つである

「NPO 法人シナイモツゴ郷の会」の取り

組みをご紹介申し上げる。この会は絶

滅危惧種と言われたシナイモツゴの復

元に取り組んでいる。天敵であるブラッ

クバスやアメリカザリガニの退治をしな

がら子どもたちにも学習の場を提供して

いる。シナイモツゴが安心して育つよう

なきれいな環境の保全に地域活動とし

て取り組んでいる。これらの取り組みが、

この春、環境省の「自然共生サイト」に

認定され、今後 OECM 登録のための

準備を進めているところである。

もう1つの取り組みの代表的なものは

大崎耕土にある居
い

久
ぐ

根
ね

、屋敷林である。

先ほど申し上げたように、冷害や水害、

干害対策の取り組みと生物多様性との

共存共栄の中で、この居久根の果たす

役割をもう一度再評価していこう、ラン

ドスケープ、農村景観の役割も維持し

ていこうということで、居久根の保全

活動にも取り組んでいる。減災、自給、

営農の知恵などがこの居久根にはたく

さんある。カエルやトンボ、クモ類など

水稲に被害を与えるカメムシの天敵がこ

れらの機能の中で農業被害の軽減に役

立っていることが認められている。居久

根に棲んでいる生きものが田んぼと居

久根を行き来することによって、イネに

影響するカメムシを捕食する。居久根

が生き物の棲みかとなって生き物が居

久根周辺の営農にいい形を与える、農

薬がなくても持続可能な活動が展開でき

る取り組みを目指しているところである。

これらの活動について、市民全体に理

解を広めていこう、ネイチャーポジティ

ブをもっと身近に、市民や企業の方々

にも自分ごととして捉えていただこうと

いうことで、ネイチャーポジティブのシ

ンポジウムを開催をしている。各界の活

動家、先生方をお迎えして、市民といっ

しょに考えるシンポジウムを開いている。

加えて、SDGs のパートナー、企業や

団体あるいはこういうことに理解のある

個人、そうした方々に大いにそれぞれ

の団体、地域、職場で実践をしていた

だき、市民と協働で進めていこうという

ことで、パートナー制度を始めた。第１

期生として 37 件を登録し、現在第 2

期生を募集中である。企業が気候変動

対策などに積極的に取り組んでいるが、

生物多様性に関する取り組みには都市

部より遠い地方ではまだまだ関心が薄

い状況にあると実感している。ヨーロッ

パでは生物多様性に関して TNFD の

動きが活発化しているようだが、日本で

も早期にこの制度を構築して企業と連

携しながら持続可能な活動を地域振興

につなげられればと期待している。以

上、現場からの実践の報告とさせてい

ただく。

茅野：まさに先ほど山極先生からのお

話にもあった、懐の深いエコシステムの

中に人が暮らし、土の中の生き物そして

人間まで、いろいろな要素が好循環に

駆動していく。地球研の奥田プロジェク

トの、良き実践例の1つではないかな

と思いながら聞いていた。

石井：元々生物多様性が高いところだ

が、素晴らしい取り組みをされていると

思う。質問が１つある。NPO 法人がた

くさん立ち上がってそれぞれ生物多様

性の保全をされているということだが、

行政がどのような支援をしているか。

伊藤：官民一体になって進めている。

実践は市民団体や企業が主流をなして

いるが、行政としてはコーディネートの

仕事という形でこれらの推進協議会や

その組織を作って一緒になって、同じ土

俵で考えて同じ目標に向かっていくよう

な協議会の事務局をしてお世話をさせ

ていただいている。実践しているところ

にはいろいろな支援策として、助言体

制、マンパワーや実践に対する助成活

動なども行って協議会の世話役をして

いる。

茅野：では続いて、経団連自然保護協

議会事務局長の酒向さん。よろしくお

願いします。

ネイチャーポジティブ経営の
推進
酒向 里枝氏

（経団連自然保護協議会事務局長）

酒向：経団連自然保護協議会は、経団

連がリオの地球環境サミットを契機に、

事業活動を行う上で環境保全にしっか

り取り組む考え方を示し、これを実践

するために設立された。自然保護憲章

の行動指針の第一番目に「自然環境を

保全することは最も重要なつとめであ

る」とある。そういった考え方は経済

界に浸透しつつある。協議会では、今

4 つの柱で取り組んでいる。

私どもの活動も 32 年目になり、様 な々

1.	 経団連自然保護基金による貢献

2.	 ネイチャーポジティブ経営の普及

3.	 円滑なネイチャーポジティブ経営
推進のための環境整備

4.	 日本の取り組み発信・海外最新
動向の把握
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ステークホルダーをつなぐ経済界最大の

プラットフォームとして皆様によく活用い

ただいている。政府の方々からも私ど

もにお声がけいただくし、アカデミアの

方々とも交流がある。IUCN はじめ国

際的な研究機関の方 、々生物多様性条

約事務局の皆様などいろいろご相談に

来ていただいたり、また私どももご相談

させていただいたりという関係が構築さ

れつつある。

私どもは PDCAを含めて5つの柱で取

り組んでいるが、さきほど述べた４つの

柱について説明する。

1つ目が基金である。経団連自然保

護基金を通じて、1年間に合計 1 億

5000 万円程度、内外の NGO の皆様

の自然保護活動に資金援助している。

この 30 年の間に何々ショックとか何々

危機とか様々な景気後退時期が訪れた

が、その間も企業団体の皆様、企業個

人の皆様から貴重なご寄付をいただき、

安定的に1億 5000万ほどを支援する

ことができている。

２つ目の柱が、ネイチャーポジティブ経

営の普及である。ネイチャーポジティブ

経営の普及に向けたセミナー等を開い

ている。

３つ目は、皆様が円滑なネイチャーポジ

ティブ経営を推進するための環境整備

ということで、これは、政府のいろいろ

な施策について意見交換をさせていた

だいている。

４つ目は、日本の取り組みを海外に発

信したり、海外の動向について調査す

ることである。

我 と々しては温暖化対策や循環型経済

への取り組みももちろん大事だが、基盤

にあるのはネイチャーなので、企業の

幹部の方々にもこの問題について理解

いただくことが大切で、今後とも取り組

んでいきたいと思っている。

以下、活動内容を紹介する。

まず J-GBF 構成団体同士による連携の

取り組みであり、いろいろな団体と協力

し、お声をかけていただいて進めてい

る。

次に、先ほど申し上げた経団連自然保

護基金を通じたプロジェクト支援であ

り、国内案件の事例の１つが大崎市長

からお話のあったシナイモツゴ郷の会

で、先日ご訪問させていただいた。企

業とNGO 等との交流促進という意味も

ある。私どもの基金から10 数年、累

計 2000 万ほどご支援させていただい

ている。寄付してくださった方々に、皆

様の寄付がきちんと使われてありがたく

思われているということを報告するため

に、こうした視察をしている。ため池群

での保全活動、学校の里親制度、地域

の農家がご協力されているところなどを

拝見した。山極先生のお話の中にあっ

た、人とのつながり、水のつながりとい

う考え方に基づき、しっかり保全活動

が根付いていると感じた。

企業と NGO 等との交流促進として、海

外プロジェクト視察の例も紹介する。こ

れはJEEF が実施しているインドネシア

における植林活動を支援しているもの

だが、その模様を 7月に視察した。い

ろいろ植え方に工夫をして、地域の方々

のニーズに合わせた植林活動をしてい

ることを知り、大変貴重な経験をさせ

ていただいた。

UNDP が実施する SATOYAMA イニ

シアチブ推進プログラム（COMDEKS）

への貢献も一例である。里山里海の考

え方を普及するために、環境省と共に

資金的なご協力をさせていただいてい

る。

ネイチャーポジティブ経営の普及に関し

ては、経団連生物多様性宣言・行動指

針（2023 年12 月改定）の取り組み

がある。ビジョン、企業の役割、必要

な視点、行動指針から成る行動計画を

作り、組織的に生物多様性に取り組む

んだということを皆様に宣言していただ

く。宣言していただいて、可能であれ

ばそれぞれの指針の内容、各社の行動

事例を載せることをお願いしている。ま

ず取り組むことを宣言をしてくださいと、

長年呼びかけている。

経団連生物多様性宣言イニシアチブに

ご賛同いただく団体、企業はどんどん
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増えている。特に昆明モントリオール以

来ぐぐっと伸びている。事例を載せてく

ださる企業も増えている。

また、普及の一環として、皆様の気運

を盛り上げるという意味でシンポジウム

を行っている。これは、J-GBFと一緒

に開催しているものである。有識者に

ご登壇いただいたり、企業から先進事

例をご報告いただくことを通じて皆様の

相場感を上げていく、そういったことを

一生懸命やっている。

有識者を招いてネイチャーポジティブ

経営推進のための懇談会を開き、ネイ

チャーポジティブ経営とはどんなこと

か、TNFD の動きはどうか、といった

ご説明をいただいている。

また理解増進を図るため、「ネイチャー

ポジティブ経済移行戦略」を環境省に

ご説明いただき、会員企業と意見交換

を行った。「30 by 30 アライアンス」

についても参加を呼びかけている。一

方で 30 by 30 に係る経済的インセン

ティブ等検討会に協力し、環境省と一

緒に、企業の取り組みを後押しする制

度についていろいろと意見を交換してい

る。自然共生サイトを応援する支援証

明書の制度ができることになっている

が、そういった企業の方々にエンカレッ

ジできるような仕組みを環境省にお願い

している。

日本の取り組みの海外への発信につい

ては、COP15 Part2（カナダ・モントリ

オール）にミッションを派遣し、企業等

のいろいろな取り組みをアピールしてい

る。今年も COP はあるが、40人以上

の多数の希望をお寄せいただいている。

生物多様性に関する推進体制としては、

PDCAをまわしていくということで、そ

れぞれの企業でどれぐらい経営層にこ

の生物多様性が響いているかについて

アンケート調査を実施した。取締役会

や経営会議で生物多様性について報告

したり議題に取り上げることを増やした

いと思っているが、調査結果から徐々

に増えていることがわかっている。我々

としてはカーボン＝温暖化対策やサー

キュラー＝循環型経済も大事だが、元々

根っこにあるのはネイチャーなので、企

業の経営層にもこの問題について理解

していただくことが大事であり、今後と

も取り組んでいきたいと思っている。

石井：質問になるが、一般によく言われ

ているのは、日本では経営層は 9 割あ

るいは100% 近いぐらいが生物多様性

保全の意識があるのだが、社員になる

とそうはいかないということだ。そうし

たことについてはどういう取り組みをし

ているのか。

酒向：経営層も含めてもう少し広く知っ

てもらいたいという取り組みをしている

ところだが、一般の社員の問題意識に

ついては詳しいデータを持っていない。

ただ相対的に言って、メディアでもカー

ボンの方が圧倒的に取り上げられるこ

とが多く、国の予算もやはりカーボンの

方に付いている。サーキュラーも最近付

き始めたが、お金の流れがあると圧倒

的に意識が広がる１つの契機となる。ど

こにどういう施策が打たれたかというこ

とには非常に敏感に反応するので、そ

れが一般の社員に伝わっていくことはあ

ると思う。例えば国家戦略もできたし、

ネイチャーポジティブ経済移行戦略とい

うことで、政府がそれに伴って時間軸

を持って施策が展開されると、社員も

含めて企業全体でこれについて社をあ

げて取り込もうという気運は高まってく

るのではないか。一言でいうと、時間

軸を持って施策が策定され予算が付く

とみんな盛り上がるということが言える

と思う。

茅野：続いて小林海瑠さんにお話いた

だく。小林さんは生物多様性に関する

ユース団体の代表でいらっしゃるが、団

体名のひもときから含めてお願いする。

自然と若者の関わり方を
考える
小林 海瑠氏

（ユース団体「緋熊と黒潮」代表）

小林：「次世代に向けた生物多様性とネ

イチャーポジティブへの期待」というタ

イトルで発表させていただく。

私は３年ほど前に「緋熊と黒潮」という

ちょっと舌を噛みそうになる名前の団体

を立ち上げ、運営している。所属として

は九州大学大学院の修士課程を取って

いる。

私どもの団体について簡単に紹介する。

生物多様性、地域活性化、若者の３

つのキーワードを掲げて、若者の立場

から自然と共生した地域づくりを推進、

探求するということを理念に活動してい

る。

活動としてはいろいろあるのだが、今

回はスタディツアー企画について紹介す

る。特に自然と共生した地域づくりの

最前線を学び、若者としての関わり方を

考えていくということをテーマに、全国

各地で合宿形式で開催をしている。特

に私どもの思いとして、若者に対して

関わりしろを提供したいということがあ

る。特に私どものプログラムでは参加者

と運営サイドの壁をなるべくなくす形で、

適度にコミュニティとして機能させつつ、

いろいろな若者を巻き込んでいくことを

テーマに活動している。

あとは、国際会議派遣という活動があ

る。先ほどもお話にあったが、生物多

様性や里山保全に関係する国際会議に

メンバーを派遣して、日本の若者からの

視点提供であったり、事例紹介などを

実施している。

続いてタイムリーな話題として、生物多

様性国際ユース会議が 10 日ほど前ま
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で開催されていたので、それについて

紹介する。１週間かけて横浜市で開催

された。1 昨年の COP15 の昆明モン

トリオール生物多様性枠組の制定に合

わせて 10 年ぶりに開催された生物多

様性国際ユース会議になるが、当日は

世界中から100 名以上のユースが横

浜に集い、生物多様性に対して若者か

らどうしていくかというアプローチにつ

いて議論がされた。会議としてそこまで

大きな結論が出たわけではないが、い

くつかポイントについて触れさせていた

だければと思う。まずは特徴的なとこ

ろとして、1 週間ある会議の中で３日間

ぐらいが生物多様性の会議というより

はなぜあなたが生物多様性に取り組む

のかといった形のストーリーの言語化に

時間が使われていた。文系理系問わず

幅広い若者が参画できる場作り、カル

チャーの調整が必要という話があった。

あとは日本からの視点になるが、やはり

日本の若者は発言力が弱いという指摘

があって、どうしても会議中でもちょっ

と大人しい傾向があった。それと、特

に発展途上国からの参加者も多かった

ので目先の開発から自然を守ることや、

国立公園の制定にあたって先住民が追

い出されるという課題についてとか、今

の日本ではなかなかないような生 し々い

話題も多かった。日本の生物多様性と

はフェーズの違いを感じた、というとこ

ろが大きなポイントとしてあげられると

思う。

ここから先は、私の考え、メッセージと

してお伝えできればと思うが、私が数年

間活動している中で若者が持っている

イメージとして、生物多様性というワー

ドが難しすぎて、何をすればいいのか

わからないというところがあったり、地

域の NGO などの活動に参加してみたい

けれどもちょっと年齢層が離れすぎてい

て輪に入りにくいことがあったり、頭に

「生物」とついてしまっているのでどう

しても生き物好きの人たちが固まってい

て初心者、知識がない人にとってはハー

ドルが高いように思えてしまうところが

あったり、などと他の社会課題に比べ

るとやや参加のハードルが高いのでは、

というのが生物多様性領域として言える

のかなと思っている。

今後ネイチャーポジティブに若者を巻き

込んでいくことを考えていくにあたって、

現代の日本の若者にとって生物多様性

の喪失というのは少々危機意識を持ちに

くい課題であると考えている。特に先ほ

ど亀山先生のお話にもあった通り、日

本の自然保護のムーブメントは高度成長

期の開発と自然との対立というところに

端を発していると私は認識しているの

だが、一方でそこから少しずつ日本の

経済成長が止まっていって日本の生物

多様性の課題がオーバーユース、すな

わち使いすぎというところからアンダー

ユース、使わなすぎというところに少し

ずつ移行が進んでいる中で、私たち今

を生きる若者から自然保護を捉えた時

にやはり自然を守る、コンサベーション

だけでなくて、ユーティライズ、活用す

るという意味がちょっと分かりにくいと

いう話がある。そういったところで、今

の世代からすると目の前にリゾートホテ

ルが建つとか、いうところの“開発”が

なかなかないので危機意識を持ちにくく

なっている、という課題があると聞くこ

とが多い。

若者を巻き込んでいくために関わりしろ

の準備を是非とも進めていきたいと思っ

ている。生物多様性や自然保護に対し

てのハードルが依然として高いと思う一

方で、どんどんボランティアが増えてい

る。数年前であれば大学でボランティ

アをしているというとちょっと意識が高

いと言われたりしたと思うが、今であ

ればけっこう当たり前になってきている

ところもある。社会課題の解決にアプ

ローチしたい若者が増えていると捉えて

いて、そういったところにそういった若

者をエンカレッジする意味で、若者をサ

ポートすることに加えてまずは若者が参

加しやすい場作りや、若者との仲介を

できる人間の配置というところで、場や

関わりしろを整備していく必要があると

考えている。

石井：若者の意見は一番聞きたかった。

これから人生の大きなイベントが続く中

で、本当に難しい生物多様性という課

題に取りかかろうとしている。ずばり聞

きたいのだが、無理して関わろうとして

いるのか、自分の意志で関わろうとし

ているのか、どういう状況なのだろうか。

小林：私自身の一番のモチベーションと

しては単純に楽しいからというのが大き

い。先ほどの山極先生の話にあった通

り、日本の生物多様性は厚みがあると

思っていて、言い換えると自然に対して

コンサベーション、守るということだけ

でなくて、使っていく、農業も林業もエ

コツーリズムもそうだと思うが、様々な

アプローチを取っている方がいる中で、

そういった方といろいろな関わりを持っ

ていって、ある意味そういった方々の繋

がりのエコシステムがある、それがそれ

でやはり日本の自然と人との関わりとし

てのレジリエンスを高めていくことにも

なっていくかなと思うので、自分自身そ

ういった方といろいろなところでコミュ

ニケーションをとって自然に向けたいろ

いろな価値観で話を聞くところが楽しい
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というところがあるし、そこを新しく構

築していきたいという思いもある。なの

で自分自身は、どちらかというと危機感

というよりは、日本の自然の厚みを楽し

んでいるというのが回答になるかと思う。

石井：ご発言にあったように若いの人た

ちは、たくさんの人たちと出会いを持っ

ていろいろな意見を交換するのが大切

だと思う。その場作りをされていること

を評価したい。頑張ってください。

茅野：続いて、生物多様性保全をビジネ

スとして進めることをミッションにしてい

らっしゃる、株式会社バイオーム代表取

締役の藤木庄五郎さんにお話いただく。

生物多様性保全のビジネス化
藤木 庄五郎氏

（株式会社バイオーム　代表取締役）

藤木：弊社バイオ－ムは、株式会社とい

う形を取っている。生物多様性保全と

いうものがビジネスとして成り立つ、お

金を儲けることができる1つの産業に

なっていくことを示していけないと世の

中が変わらないのではないかと考える

ようになった。私は、元々研究者だっ

たのだが、それをもやめて株式会社に

こだわって、環境保全できちんと利益

を出すということで始めたのが弊社バイ

オームになる。今日はその取り組みにつ

いてご紹介させていただく。

一番大きな課題意識として、この領域

は物差しがないので比べられない、定

量化できない、数字で評価できない、

といろいろな言い方があるが、ここをな

んとかしないと進まないのではないか、

特に経済の中に組み込むにあたって数

字評価ができないのはかなり致命的だ

と思っていて、ここを何とかクリアでき

ないかということで、データを集めていっ

て数字にしていくことができないかとい

うことを課題意識として持っている。会

社のビジョンとしては、もちろん環境保

全で利益を出すことがミッションとして

あるのだが、その中で、生物多様性を

デジタル化して数字として質の高いデー

タを集めて皆さんがこれにアクセスでき

る状態を作って評価できるようにしてい

こうと、インターネットにおける Google

のようなポジションだと思うが、生物多

様性におけるバイオームというものがイ

ンフラとして機能できるような会社にし

たいということで取り組んでいる。

データを集めるアプローチは本当に多

岐に渡ってあるのだが、弊社では特に

スマホ、市民科学、文献情報、AI 活

用に力を入れてやってきた。特に市民

科学の部分で、多くの人を巻き込んでみ

んなでデータを集めることができないか

と。私自身研究者として自分で調査に

行ってずっとジャングルの中で２年以上

野宿しながらデータ集めをしたことがあ

るのだが、集まるデータは数が知れて

いてこれを一生続けてもそんなにデー

タは集まらないだろうなと思ってしまっ

た。多くの人を巻き込むというところに

こそ力があってこれができないとだめな

のではないかと思った。ただ生物多様

性領域で多くの人を巻き込むのは、皆

さんも本当に苦労している部分だと思

う。そこで考え方として、環境保全に対

して危機感を持ってもらおうとかやらな

きゃいけないのだということではないア

プローチを取ろうと思った。そうではな

くてみんなが共通して持っている欲求と

か、あるいは先ほど山極先生のお話に

文化という言葉があったがそういった共

通概念に組み込んでいくことで人を巻き

込めるのではないかと考えるようになっ

た。特に注目したのが僕はゲームだっ

た。ゲームは本質的に大した価値がな

いと思うのだが、ただ世界中の何億人

という人が熱中してやっている。ここに

ヒントがあるのではないかとか思った。

生物多様性ももしかすると世界中の何

億人の人が熱中するものになりうるヒン

トがここにあるのではないかと。

山極先生の講話でいうところの厚みと

いうものは、ゲームにはないと思う。ゲー

ムの世界で葉っぱの裏をめくっても虫は

出てこない。でも生物多様性の豊かな

この世界では、葉っぱの上に虫がいる

し、いろいろな生物が隠れて生息して

いる。そういう面白さをうまく伝えるこ

とで人を巻き込めるのではないかと考え

たのが、弊社の取り組みである。ゲー

ミフィケーションと言われる要素をうまく

取り入れた生き物コレクションアプリ「バ

イオーム」というものを出した。生き物

を見つけたら写真を撮って登録してコレ

クションしていく。殺すことはなく、た

だ写真を取るだけだ。これでみんなが

データを集めていって、しかもそれを楽

しむ。葉っぱの裏をめくって虫を見つけ

て写真を撮るというような、1つの楽し

み方を提供することが大事なのではな

いかと。

この「楽しい」を基盤にした行動変容か

ら環境保全につなげてデータを集めて

いって先ほど言った物差しを作っていく

ところまでを描き切りたいと思って取り

組んでいる。

ユーザーは 100 万人を超えた。大体

800 万個体近いデータが集まってくる

ようになった。（生物のリアルタイム情報

観測の画像参照）この地図上の一点一

点が生物の発見情報だ。毎日、日本中

の生物の情報がだいたい1 万件ぐらい
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のスピードで更新されている。毎日毎日、

多分今喋っている間にも数百件登録さ

れていると思う。そういう楽しいものを

うまく使って 100 万人以上を巻き込ん

でデータを集めていくことを今やってい

る。これによって外来種がまさに侵入

してきたとか、希少種が実はまだ生息

しているとか、このエリアは開発するべ

きでないといったような議論がきちんと

できるための基盤になるデータベースが

やっとできるようになってきた。

データ自体も市民が集めるデータなの

で精度が悪いかなという発想もあるかも

しれないが、今のところ 91％以上は正

同定を担保している。また間違ったデー

タはデータ解析で除去していけばいい。

AI が発達している今の時代において

は、間違っているか間違っていないかと

いう情報の精査はシステム側がやったら

いいと思っていて、システムにやらせて

いる。間違ったデータをどんどん除去す

ることで正しいデータをクレンジング処

理して担保していく。

こういったものを使って、環境保全、生

物多様性保全に関わる課題解決サービ

スを行っている。例えば密猟対策から

情報の開示、それから自然共生サイト

の取得、エコツーリズム、獣害の対策、

有機農法の効果測定といったいろいろ

な課題、４つの危機というものがある

と思うが、そうした課題を解決する方法

を提供するサービスに、先ほどのデータ

をうまく加工してサービス化して販売し

ている。先ほどのデータをベースに、環

境保全のサービスを売っている。

（事例１）自然関連財務情報開示：通

信会社の TNFDレポートの分析にデー

タを活用

（事例２）外来種防除：神戸市で行って

いる。神戸市でツヤハダゴマダラカミキ

リという外来種を見つけて市民の皆様

がみんなわーっと登録するのだが、そ

うすると役所に連絡が行って駆除をす

る。かなり初期段階で侵入を防いでる

ということで神戸市長も記者会見して市

民を巻き込んでみんなでやるぞというこ

とで、今やらせてもらっている。

（事例３）生物多様性を育むまちづくり：
丸の内の例だが、まちづくりでも、ネイ

チャーポジティブを取り入れていこうと

いうことをしている。

今 60 以上の自治体と、企業がだいた

い 450 社ぐらいで、産官学が連携しな

がら環境保全をすることをプロジェクト

化して、そこで利益を出しながら、最近

黒字化もして、会社として運営している。

最後に、今回は自然保護憲章というこ

とで、自然を尊び自然を愛し自然に親

しむとあるが、時代に合わせていろい

ろな形があるのではないかとも思ってい

て、僕の場合はゲーム感覚で、新しい

要素を取り入れながらやっている。今の

若者の考えていること、今の世代のやっ

ていることに寄り添った、今の自然保

護憲章を形作っていくことが大事なのか

なと思っている。

茅野：バイオームさんのお仕事は、90

年代から NACS-J が始めていた「自然

しらべ」が、３桁、４桁ぐらいバージョ

ンアップするとこうなるのだと思った。

石井：もう革命に近いと思う。私は今

勤めている研究所で藤木さんのお世話

になり感謝している。生物多様性を守

る場合には、緑豊かな自然だとか手つ

かずの自然だとかいうのは自由だが、中

身が分からないで守ることはできないの

で、インベントリー、モニタリングという

形で生物を見なければいけない。ところ

が、これがけっこう難しい。生物を見て

種名をすっと言える人はそんなにいるわ

けではない。それをゲーム感覚で、ス

マホで写しさえすれば種の同定ができ、

場合によってはどこかのサーバーに蓄積

して、日本全体の国政調査のようなこと

ができるわけで、本当に期待している。

ただ、私のような昆虫研究者から見ると、

ハードルが高いなと。とにかく100 万

種の昆虫がいて、日本でも３万～４万ぐ

らい記録されていると思うが、昆虫は

大部分が１cm 以下だから、よく見たら

毛が１本多いからこちらの種だと分けて

いるものが、スマホで分かるものかとも

思っている。その辺は挑戦していただき

たい。

茅野：伊藤さん、酒向さん、小林さん、

藤木さんが様々な論点を出してくださっ

て、これからのお二方は多分その宿題

を受け止める側になっていると思う。５

番目にお話しいただくのは日本自然保

護協会事務局長執行理事の志村智子さ

ん。よろしくお願いします。

環境 NGO の役割
志村 智子氏

（公益財団法人日本自然保護協会事務局長）

志村：環境 NGO、自然保護団体は実

は持ってるものが何もない。自治体さん

のように土地があるわけではない、経

団連さんのようにお金があるわけでもな

い、結果ということでは株式会社のよう

に利益を上げるのが目的でもない。自

然を守りたいという思いがあって自然が

守られたという結果があるだけなのが、

環境 NGO 自然保護団体の役割なので

はないかと思う。その代わり、何もない

ので何でもできるということで目の前の
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課題に向かってガムシャラに突き進んで

きたら、70 年経って今日ここに立って

いるのかなと思いながら、皆様のお話

を伺った。

日本自然保護協会は、「自然のちからで、

明日をひらく」というスローガンを掲げ

て取り組んでいる。日本自然保護協会

の始まりは尾瀬ヶ原で、1949 年に始

まった。自然保護憲章が制定されるより

さらに 25 年前。当時は戦後の復興期

で、尾瀬を水力発電のダムの底に沈め

て東京に電気を送ろうという計画があっ

た。それをもったいないからやめようと

言い出したのが私たちの大先輩だった。

こんなにみんなが困って電気を欲してい

るときに尾瀬のコケが大事だと言ってい

る人たちがいるよと言われたのが、私

たちの先輩だった。結果として尾瀬ヶ原

は沈まないで残った。今、多くの方た

ちが散策して、なんてすてきな景色なん

だろうと思いながらあの木道を歩いてい

ただける、そんな場所を残せたのが私

たちの誇りかなと思う。尾瀬を守るとこ

ろから始まって、日本自然保護協会に

改組して今は公益財団法人という形で

活動している。

尾瀬だけではなく、いろいろなところに

問題があるということで私たちの大先

輩がいきなり（日本全国に）風呂敷を広

げた。日本の自然をどうしたら守れるだ

ろうかと今の現役スタッフみんなが悩み

ながら取り組んでいる。

屋久島、上高地、小笠原、白神山地、

こういったところを守ることに尽力して

きた。多くの皆様が一度はお聞きにな

られたことがあるこのような日本有数の

自然環境を、それぞれの地域の方や研

究者の方 と々一緒に守る活動を進めて

きた。

自然保護協会の取り組み方は、１つ

は「なくなりそうな自然を守る」、２つ

目が「自然を守るしくみをつくる」、３つ

目「守った自然をもっとよくする」、の３

つがある。1つ目の「なくなりそうな自

然を守る」というのは、今日の最初のス

ライドにもあったようにネイチャーポジ

ティブの前に、（自然は）今急激な落下

をしてるわけで、まずはここをゼロにな

らないように、マイナスにならないように

食い止めようと活動をしてきたのが私た

ちの先輩たちである。

最近の具体的な現場の話をする。

気候変動対策によって生物多様性の劣

化が進んでいる現場がいくつもある。

これをいかに両立させるか。今現場の

スタッフがとても苦労している。自然を

守るためにはその自然がいかに大切か

ということを１人１人に感じていただか

なければいけない。日本自然保護協会

は初期から環境教育を大切にしてきた。

“自然観察から始まる自然保護”というコ

ンセプトを掲げて、自然観察指導員と

いうボランティアの方 、々講習会を受講

してくださった方が全国で３万人を超え

ている。最初に、私は自然保護協会に

は何もないと申し上げたが、実はこの自

然観察指導員や会員の仲間がとても大

きな財産になっている。仲間がいるの

で現地の自然が今危ないというアラート

を発してくれている。

その中で自然保護協会が新しく始めた

のが、ネイチャーポジティブ・プロジェ

クトだ。自治体の方たち、市町村の方

たちによるネイチャーポジティブの取り

組みを支援しようというものである。企

業には「頑張る企業のために活動成果

を可視化する」貢献証書の発行、市町

村には「頑張る市町村のための認証制

度」という取り組みだ。NGO は市町

村の場所も持ってないし企業のお金も

持っていない。でもこれをつなぐ取り組

みは NGO の得意分野なのかなと思う。

このネイチャーポジティブのために、何

かしたいけど何をどうやればいいのか

分からない、何が指標になるかわから

ないというご相談を受けるので、石井先

生をはじめとする研究者の方々にもご協

力いただいて、国際レベルで、今どう

いう評価システムがあるのか、どういう

チェックポイントがあるのかということ

を明文化して、証書にしたり認証制度に

したりしている。

このプロジェクトではネイチャーポジ

ティブには欠かせない４つのステップが

あると考えている。（①活動を希望する

地域の生物多様性の現状を評価して、

生物多様性にとって必要な場所や課題

を明確化する。→②評価に応じて、目

標や施策、指標を検討し、ネイチャー

ポジティブに向けた生物多様性保全活

動の内容を具体化していく。→③具体

化した活動内容を実施していくための

合意形成をはかり、活動を進めていく。

→④実施活動の定期的なモニタリング、

評価、改善をしていく。）このように、

ネイチャーポジティブにはいったい何が

必要かということを明らかにしながら、

全国の皆様と取り組みを進めていきた

いと思っている。

茅野：何もないから何でもできる、何で

も作るのだということで 70 年以上奮闘

してきたというのが日本自然保護協会か

と思う。方法を作ることは、先ほどの「自

然しらべ」も全国の自然は一体どうなっ

ているのか、市民参加型でやってみよ

うということが出発点で、最初は素朴に

データ集めながらバイオームの事業のよ

うなところまで展開しているわけで、ネ

イチャーポジティブも、どう頑張れば良
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いのかというところの方法を作る、我々

研究者も方法を作ることは大事な仕事

だと思っているが、1人の研究者や学

会1つだけではなかなかできないので

NACS-J のような場があることでそれが

できていくということかと思う。

最後になるが、環境省自然環境局長の

植田明浩さんよりお話をいただきたい。

自然共生サイトの取り組み
植田 明浩氏

（環境省自然環境局長）

植田：ネイチャーポジティブ経済の実現

は、経団連とも大きく関係する。環境省、

農林水産省、国土交通省、経済産業

省の４省連名でネイチャーポジティブ経

済移行戦略を作った。４省連名という

点が大事だ。

自然共生サイトの取り組みについて、今

日はこれがメインだと思っている。山極

先生からもお話があったが、環境省が

これまでになく力を入れて取り組んで

いるのでご紹介したい。2030 年まで

に陸と海の 30％を保全する新たな世

界目標として「30 by 30」が採択され

た。現在の保護面積の割合は陸が約

20%、海は約13％。ここで 1つ思い

出していただきたいのは、2010 年に

採択された愛知目標では、2020 年に

陸の17%、海の10% が目標だった。

そこを2020 年までにやると言ってとて

も頑張って、陸は既に 20％を超え、海

は自然環境保全法の改正まで行い、沖

合海域に自然環境保全地域を指定でき

るようにして、現在 13% となっている。

このように、日本はきちんと約束を守る

から、30 by 30もしっかりと達成する。

そのためには OECM（Other Effective 

area based Conservation Measures）

が一番大事な方法だということは、もう

先に述べられた通りだ。４年ぐらい前、

私が自然環境計画課長だった時に石井

先生を座長に OECM の検討会を始め

た。一般の皆さん、専門家以外の皆さ

んには、何の検討だということでだい

ぶいぶかしがられた。でも、石井先生

の言われた通り、里山も含む、都市の

緑も含む身近な自然環境の保全を、環

境省が主導して引っ張って行うのが大

事だということで始めたのがこれだ。

今やいろいろなパターンの OECM、自

然共生サイトの認定が始まっていて、現

在 186 箇所ある。森林パターンは水

源林などがある。都市の緑地のパター

ンは、企業の森や、ほかに三井住友の

ビル、大手町タワーなどいろいろなもの

がある。里地里山パターンについては、

岩手県の久保川イーハトーヴのほか、

企業が管理する里山もあれば、住宅地

が里山の中に入り込んでいるような例も

ある。沿岸域でも頑張っている。

自然共生サイトに認定されたところに

は、カエルをイメージしたロゴマークを

PR に使ってもらっている。これは、上

側が緑、下側の青が海だ。緑の中にい

ろいろなものがあるけれども、見えて

いるものだけではなくて隠れているもの

もいっぱいあるということを言いたい。

海の下にもいろいろある。そして下に

30by30 がいろいろな色で書かれてい

る。いろいろな色があっていろいろな

人がいるということ。つまり、多様だ、

ということ。このマークをいろいろなも

のにつけていく。

今年の４月に地域生物多様性増進法と

いう法律をつくり、「自然共生サイト」

を法制化をした。画期的な法律である

が、まだまだ課題もある。回復や創出

の定義をするのはとても難しい問題だ。

そのほか、クマの対応もがんばっている

し、マングースの根絶もがんばった。自

然保護は地元の人達の地道な努力の賜

物だと思っているから、外来種対策も

地道に地道にやって、マングース根絶と

いう結果を迎えることができたというご

報告をして終わりにする。

パネルディスカッション
ネイチャーポジティブ
推進のために

茅野：これからネイチャーポジティブに

よる社会変革を進めていくにあたって、

重要な点を残りの時間で考えていきた

い。皆様の取り組み、ネイチャーポジティ

ブを実際に達成していき、2050 年に

向けてネイチャーポジティブが元々持っ

ていた目標を達成するためには、自然

と社会の双方にとって、1 点 だけの取

り組みではなく面として日本全体に広が

らなければいけないと思う。

なおかつこれが 2030 年という時間で

区切られていることからすると、スピー

ド感を持って仕組みをデザインしていく

必要があるのではないか。その点でど

のような課題やボトルネックを感じてい

るのか、お1人ずつコメントいただけれ

ばと思う。その時の鍵になるのは、様々

パネルディスカッション　自然 保 護 検 証 からつな がるネイチャーポジティブへ4
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な立場、様 な々専門を持っているスペシ

フィックな特性を持っている方々が協働

しなければ達成できない課題だと思って

いる。そのことから、誰とこんな連携が

できたらいいという具体的な、ポジティ

ブな提案をいただければありがたい。

日本の価値観に
呼応する形で

小林：普段の活動において、私は生物

多様性という言葉はほとんど使わない

ようにしている。自然というワードを使

うことが多い。私は生まれと育ちは日

本なのだが、父親がイギリスの出身で

家族が向こうに住んでいるので、まさし

く山極先生のお話にあった自然と人間

の二元論の世界をちょこちょこ見る機会

もある。そういった中で日本において

は生物多様性にいろいろな社会の人々

が向かっていくアプローチは非常に重

要かなと思うのだが、多分本来の日本

は、生物多様性にみんなで向かってい

くというよりは、いろいろな生活であっ

たり、宗教や習慣というところで自然と

生物多様性が達成されているというか、

生物多様性と共存している世界が多分

本来の日本のあり方なのかなと思って

いる。私たちの団体がやっているプロ

グラムにたまに留学生の方がいらっしゃ

るのだが、例えば山奥の集落でおじい

ちゃんおばあちゃんが畑で作業している

時に、山が見えると手を合わせて拝ん

でいる、それを見て、おばあちゃん何し

ているのなどと聞かれる。山岳信仰が

あって山は聖なる山、セイクリッドなも

のとされている。無理に自然保護区とし

なくても、神が住んでいる山なので人が

入らない、山里の奥山としてあって、そ

の間のバッファーゾーンとして里山があ

るという形で、今国際的に定義されて

いる自然保護の枠組が、本来の日本の

価値観の中に十分含まれているのでは

ないかと感じている。自分自身の周りに

も、昔ながらの日本の価値観や土地利

用などに関心を持つ若者がいる。あと

は建築からのアプローチ、例えば昔の

日本の家屋であれば、今の西洋建築と

は違った、日本の木材に適した家の作

り方があるので、建築というアプローチ

で入ってきてくれる学生も最近はけっこ

う多い。生物多様性をアピールすること

も必要ではあると思うのだが、本来の

昔ながらの日本の価値観に呼応する形

でうまく生物多様性を取り入れて複合的

に本来の日本のあり方をもう一度考えて

みる機会を作っていくのも大事なのかな

と思っている。

産官学・各プレイヤーが
動いて成功例を

藤木：最大の課題とか最大のボトルネッ

クと言われると、実はなかなかこれだと

決めきれない。結局、卵と鶏の関係と

いうか、どれかが機能しないとどれも回

らない、例えば企業が頑張らないと消

費者の意識が上がらないが、消費者の

意識が上がらないと企業は頑張れない

と言ったような。行政的なルールもそう

だと思う。国民の意識が低いとやる価

値があまり見出せないとか、ではどこか

ら始めたらというところが非常に難しい

状況だと思っている。今やるべきことは

もう各プレイヤー、産官学民全てで動い

て、どこかが成功するというスタイルに

もっていくことかと思う。並行して動き

出して、まずはどこかから成功しようと。

大学であったら物差し作り、標準化と

いうところで知見を発揮して欲しいと強

く願っているし、企業だったら金融を始
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めとするルールづくり、機関投資家によ

るネイチャーポジティブへの投資の増大

といった資金配分の問題から、企業各

社の取り組み、消費者へのアピールをど

れだけやれるかというところだと思うし、

消費者自身は、もちろん意識を強く持っ

て欲しいが、自分の豊かな暮しと生物

多様性をつなげて考えていけるような仕

組みをどこかで提示して、自分のために

生物多様性を守るんだと思えるような意

識の改革ができればいいと思う。行政

は、もうこれから多分、規制ビジネス

のようになっていくべきだという感触も

あるので、そのルールメイクをどうやっ

ていくのか、そしてそれらを支えていく

NGO、NPO の皆様というように、全部

のプレイヤーが本気を出さないとやばい

のではないかと素直に思っている。本

当に並行して気合を入れて各プレイヤー

が頑張らないといけないのではないか

と思っている。

できることをやり、
企業価値の向上につなげる

酒向：全くの私見ではあるが、あまり分

かりにくいと言わない方がいいというの

が一言だ。要するに温暖化のように温

室効果ガスを減らす、計量化ができると

いう話ではないので、それを分かりにく

いと言ってしまうと、みなさんが分かり

にくいからやらないとなってしまう。で

きることをやろうという話の方が前向き

かなと思っている。あともう1つは地域

性がある問題なので、企業としては自治

体と組んでやろうという気持ちもあるわ

けで、その時に CSR ではなくて今後は

TCFD や TNFD の形になっていくと

企業価値にどうつなげるかということを

意識しなければならない。相手はそう

いう人たちなのだということを自治体の

みなさんも理解して寄り添っていただけ

るといいと思う。自治体さんと組んだ時

に、相手がどういう企業価値向上を狙っ

ているのかということを想像しながら進

めていくことがとても重要である。自治

体の中には、企業はお金あるからやって

くださいといったところもあるので、相

手にとってどうなのかということを、お

互いに考えるともっと進んでいくかなと

思っている。

茅野：分かりにくいと言わないというの

は、おそらくその複雑さを前にして逃げ

ない、正面から立ち向かうということな

のかなと思う。

酒向：分かりにくいということを前提に、

立ち向かう人たちがしり込みしないよう

な形で言ってあげる。さっきの小林さん

の、「自然と言えばいい」という発言に

はすごく共感できて、多様性というと分

かりにくいのであれば別のワードで言っ

てもいいし、いろいろな言い方があるか

なと思う。その複雑性は大事なのでそ

れは大事にした上で、どう表現するかと

いうことの工夫は大事かなと思った。

つながりを大切にする

伊藤：こういう活動は、自治体がいか

に旗を振って頑張っても限界があること

は、実践してつくづく実感している。企

業の方々が社会貢献をしたいということ

でいろいろな方針を持っているし、意

欲もあるが、どういう形で地域とつなが

ろうかと、つながり方を探しあぐねてい

る方々がいっぱいいる。そういう意味で

は企業版ふるさと納税を活用し地域貢

献したいという方 と々パートナー制度の

ような形でつながって、それを社会全体

が感謝する気持ちを示す、大崎市の場

合も登録証であったり広報で紹介した

りという形で感謝する気持ちのキャッチ

ボールをしている。特に、地方の場合

はそこに住んでいる者だけだと人口減

少、高齢化が進んでいるので、企業や

よそからの応援は、計画を具現化する

時には大切だと、実践して感じている。

　それと即戦力ではないにしても、将

来に継承していくうえで子供たちにこう

いう運動に関わってもらう、そこに住み

続けるだけでなく、離れたとしても故郷

のつながりをずっと持ってもらうために、

自分たちのふるさとが素晴らしいと思う

こと、あるいは子どもの時にこういう活

動に参加したということが、その後の

ふるさと回帰につながっていくだろう、

ふるさと支援につながっていくだろうと

思っている。時間がかかるけれどもこ

れは是非続けていきたい。

あとは姉妹都市制度がある。東京都台

東区と新幹線の縁で姉妹都市となって

いる。台東区の教育旅行や子どもたち

の交流を行っている。台東区も昔は地

方から東京に来る玄関口だったが、お

じいさんおばあさんの代に遡っても田舎

がない、田んぼや里山といった自然の

ないところで育った世代になっている。

そうするとお米がどういう形で作られて

いるかも分からない。先日も森づくりに

参加していただいた。よそから見ていた

だいて、地域の方々が気づかなかった

良さ、新たな豊かさというものに気付か

せていただく。そういうつながりが、こ

ういう運動や活動を続けていくエネル

ギーになっていくのではないかと思い、

大切に続けていきたいと思っている。

パネルディスカッション　自然 保 護 憲 章 からつな がるネイチャーポジティブへ4
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普通の暮らしの中で自然が
守られている社会へ

志村：ネイチャーポジティブのために自

然保護協会では、自然保護のためだけ

の担い手作りはやめようかと思ってい

る。というのも先ほどあったように人口

減少の中で自然保護だけを考えて人材

を作っている場合ではないなと、逆に

普通に暮らしている中で普通に経済を

回している中で普通にお金を使っている

中で結果として自然が守られる、さっき

小林海瑠さんが言われたことと少々似て

るかもしれないが、そういう社会を意識

していった方がいいのではないかと思っ

ている。先ほど植田さんが、これが山

の OECM、これが海の OECMと紹介

してくださったが、そうやって切り分け

るのもやめた方がいいかなと、つながっ

ていくのが大事だなと思っている。

TNFD では日本が先行

植田：最後にポジティブな話を1つだ

けしたいと思う。環境省の中でも温暖

化対策とか地域脱炭素とかいろいろ

やっているが、その中で同様に TCFD

情報開示のフレームワークがある。自

然関係もTNFD がある。TCFD の方

は、日本は少々出遅れたという感があ

るのではないかと巷では言われている。

TNFD の方はそれを見ているから、今

後先行してやらないといけない。そして

今は日本が一定程度先行している。経

団連の取り組みもあるし、企業の取り

組みもあって一定程度リードしていると

思う。このリードを抜かされないように

頑張っていかないといけない。

まとめ
生物多様性の主流化に
向けて

石井：今日は全体を通して私も学ぶこと

がいろいろあった。基本的にネイチャー

ポジティブを実現しようと思ったら、志

村さんの話もあったけれども特定の誰

かがというのではだめだと思う。

山極先生の基調講演にもあったように、

東洋というか日本の自然観は西洋とは

少し違っているかと思う。日本で「自

然との共生」言っても不思議がられな

いのはすでに浸透しているからという

感じがする。外国の人に「自然との共

生」が大切だと言っても、どうしても

伝わらない。生態学でシンビオシスと

いう用語があるが、もちろんそれでは

ない。山極先生が関わっておられるコ

スモス国際賞の英語では”harmonious　　

coexistence、between nature and 

humankind”といった言い方をしてい

る。”harmonious”ハーモニアスといっ

た言葉を使うと日本人以外の人にも伝

わると岩槻邦男先生が言っておられる。

この「自然との共生」という考え方は日

本人はしっくり来るので、これを日本か

ら世界に発信したいものである。

もう1つ言いたいことは、生き物の視

点が大切だということだ。藤木さんに

頑張っていただきたいとずっと思ってい

る。これは無理難題なんだけれど、全

国民１人１分類群のプロになれ、と。

どんなに小さいグループてもいいが、例

えば私は植物のこの仲間なら大丈夫、

私は昆虫のこの分類群なら任せてほし

い、といった形でみんながその生物の

視点で日本の自然を見るようになると世

の中変わるのではないかと思う。

最後に、自然共生サイトに私はとても

期待をしている。今、里地里山の中に、

日本の絶滅危惧種の大半がいると言っ

ていい状態になっている。これを前世

紀の後半から、いろいろな民間団体、

自治体も含めて、私が関わっている大阪

みどりのトラスト協会もそうだが、労力

をかけて保全してきているが、多くは高

齢化が進み疲弊している。自然共生サ

イトは私が見ている、私が守っているこ

の自然はすぐれていることをボトムアッ

プでアピールし、それを国が認めるシス

テムになっている。例えば世界遺産に登

録されたら、その地域はそれを利用しよ

うとする。観光資源として利用としよう

としたり地域おこしに使おうとしたりす

るわけで、自然共生サイトにどんどん手

を上げてもらい、企業からはいろいろと

援助していただくし、自治体も援助する

し、いろいろな人たちが関わって盛り上

げていくのはどうかなと思っている。

とにかく生物多様性の主流化こそがネ

イチャーポジティブに向かう道なので個

人、団体全てを含めて多様な主体が関

わらないといけない。COP10 の少し前

に環境省の職員有志と NACS-J なども
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関わって B センスフォーラムというイベ

ントが企画され、私も第 1回目に参加

した。B センスの B はもちろんバイオダ

イバーシティのことで、みんなが B セン

スを大切にする世の中になったらいいな

と。私たちはみんな消費者なので例え

ばあるものを買う、あるアクションを起

こす、そういう時に右か左かという判断

を毎日しているわけだが、そのちょっと

した判断の時に生物多様性に良い方を

という感性を持って選択していく。みん

ながそうすることで少しずつ状況が良く

なるのではないかということでまとめと

したいと思う。

社会のあり方全体を問い直す

茅野：石井先生ありがとうございました。

私は社会学者なので純粋に人間の視点

を持ち続けているわけですが、自分自

身の視点と生き物から見える視点の二

重性を持って暮らしていくこと、これは

おそらくB センスの1つだと思う。そん

なことを感じた。

皆さんからコメントをいただいた。小

林さんからはむしろ文化としてのネイ

チャーポジティブというのを位置づけて

いくべきではないか。藤木さんはビジネ

スとしてのネイチャーポジティブ、また

志村さんからはもう自然観察指導員の

時代ではないと言ったら言い過ぎだと思

うが、生活者が生活の中で生活として

ネイチャーポジティブを進めていくのだ

ということ。

この「として」というのは山極先生のご

講演の中にあった容中律の中の1つの

例だ。そういう点でも今日は基調講演

の山際先生のお話と６名のパネリストの

皆様のお話が非常に噛み合ったと思う。

私の方で最大の課題はどこにあるかと

いう無理難題を申し上げたが、最大の

課題はおそらく社会全体に行き渡って

いる複雑な問題であるということなのだ

ろうと思う。私たちがおそらく顧みなけ

ればいけないのは、この社会のあり方

全体を生物多様性やネイチャーポジティ

ブの視点から問い直していくことではな

いか。その点では今日のシンポジウムの

テーマである「ネイチャーポジティブに

よる社会変革」は、私たちが 2030 年

までに課せられている、社会変革によ

るネイチャーポジティブと問いを裏返し

た方がいいのかもしれないと思った次

第だ。たくさんの学びをいただいて、パ

ネルディスカッション「自然保護憲章か

らつながるネイチャーポジティブへ」を

終わりにしたい。

パネルディスカッション　自然 保 護 検 証 からつな がるネイチャーポジティブへ4
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　長時間にわたるシンポジウムへの参加、そして最後までお聞きいただきありがとうござ
います。

　今日は多様な主体の方々に参加いただいた。亀山前理事長の話からは、50 年前この
憲章を作った際に、すごい熱量があったことを感じた。当時は開発や公害などは原因者
がはっきりしていたので、それに対する危機感があったと思う。今は皆が被害者でもあり、
加害者でもある。それが地球規模で起きているので、問題を複雑化している。
　自然保護憲章制定の際には 3,000人が集まった。今、この会場にいるのは 100人
ちょっとかもしれないが、ネットや新たな技術で参加している人もいる。これからどんど
ん多くの人が繋がっていき、普及啓発が進んでいくと思う。

　山極先生からは“風景の中に生物多様性の厚みを見出す”という話があった。生物多
様性という言葉はもちろん知っていた方がよいだろうが、言葉を知らなくても、自然や風
景のなかにある多様な生きものに対する感動が大事であり、その共感を得ることで、こ
れからの社会を担う世代の若い人たち、子どもたちに生物多様性の価値を繋いでいける
と思う。

　今日はそういうことで「主流化」がひとつの大きなネイチャーポジティブのキーワードだっ
たと思う。
　簡単ではありますが、これを挨拶として、本日のシンポジウムを閉会いたします。

閉会 挨 拶

鳥居 敏男（一般財団法人 自然公園財団専務理事）

5
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